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１．制度・事業の概要
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共生社会とは

厚生労働省「地域共生社会のポータルサイト」より

制度・分野ごとの『縦割り』や
「支え手」「受け手」という関係
を超えて、地域住民や地域の
多様な主体が参画し、

人と人、人と資源が世代や分
野を超えてつながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生
きがい、地域を共に創ってい
く社会
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共生社会の実現に向けた社会的背景

• 人口減少と少子高齢化の進行 → 地域社会の担い手が不足している。
• 世帯構造の変容 → 三世代世帯の減少・ひとり世帯（高齢独居など）の増加
• 地域のつながりの希薄化 →共同体機能の脆弱化・社会的孤立

➢ 従来の制度（縦割り）では対応困難な「複雑な課題」

➢ 公的制度の支援が困難な「制度の狭間（はざま）」
増加



共生社会実現のための取り組み （重層的支援体制整備事業）

• 諸課題に対応し、共生社会の実現のためには、包括的な支援体制づくりが必要
⇒国は、社会福祉法を改正し 『重層的支援体制整備事業』 を創設
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重層的支援体制整備事業 （事業内容）

図３

【重層的支援体制整備事業】

⇒既存の支援機関・地域を
活かしつつ、

地域住民の支援ニーズに市
全体の支援機関・地域が

断らず受け止め、

つながり続ける

支援体制を構築すること。

➢ 「Ⅰ相談支援（属性を問わ
ない相談支援）」

➢ 「Ⅱ参加支援」

➢ 「Ⅲ地域づくりに向けた
支援」

を一体的に実施する。





２．日光市の実施体制
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日光市の実施体制について

• 日光市の重層的支援体制整備事業の実施体制については、
既存事業の活用を基本とします。

• ただし、重層的支援体制整備事業の円滑な実施のため、
事業全体の実施における新規事業（細事業）については、
既存事業の活用に加えて新たに業務委託する形で事業を推進します。
※詳細は、次スライド等を参照。

• 事業の推進にあたっては、

「包括的相談支援」 「参加支援」 「地域づくり」

の各事業を連動させて推進するとともに、
仮に支援を必要とする利用者（＝住民）が支援を求める（SOSを発信する）ことが
難しい場合にも、支援が行き届くよう、伴走した支援を行うことを基本として、
個別的かつオーダーメイドの支援となるように事業を推進していきます。
※事業の広報周知や推進にあたっては、順次、研修等の場を設けていきます。
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日光市の実施体制 （既存事業と重層的支援体制整備事業との整理）

機能 事業内容 担当部門 実施状況等

第1号

イ Ⅰ相談支援 【高齢】地域包括支援センターの運営 高齢福祉課 民間法人に委託

ロ 【障がい】障害者相談支援事業 障がい福祉係 〃

ハ 【子ども】利用者支援事業
保育課・子ども家庭支援課・
健康課

民間法人に一部委託

ニ 【困窮】自立相談支援事業 生活保護係 市社協に委託

第2号 Ⅱ参加支援 新規事業 地域共生係 市社協に委託（新）

第3号

イ Ⅲ地域づくりにむけた支援 【高齢】地域介護予防活動支援事業
高齢福祉課

市直営で実施

ロ 【高齢】生活支援体制整備事業 市社協に委託

ハ 【障がい】地域活動支援センター事業 障がい福祉係 民間法人に委託

ニ 【子ども】地域子育て支援拠点事業
保育課・子ども家庭支援課・
健康課

〃

【困窮】生活困窮者等のための地域づくり事業
地域共生係

市社協に委託（新）

第4号 Ⅳアウトリーチ等を通じた継続的支援 新規事業 〃

第5号
（第6号）

Ⅴ多機関協働
（支援プランの作成）

新規事業

社会福祉課
地域共生係
障がい福祉係
生活保護関
高齢福祉課
子ども家庭支援課

市の健康福祉部局を
中核とし、

相談支援に関わる
機関が協働で実施
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日光市の実施体制 （事業体系図）



日光市全体の
福祉政策

地域課題や
分野課題への対
応

個別支援の
処遇方針

その他公的
サービス

福祉サービス 地域活動
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日光市の実施体制 （推進体制）
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重層的支援体制整備事業の開始によって何が変わるのか

• 人口減少と少子高齢化の進行 → 地域社会の担い手が不足している。
• 世帯構造の変容 → 三世代世帯の減少・ひとり世帯（高齢独居など）の増加
• 地域のつながりの希薄化 →共同体機能の脆弱化・社会的孤立

➢ 従来の制度（縦割り）では対応困難な「複雑な課題」

➢ 公的制度の支援が困難な「制度の狭間（はざま）」

⇒ 重層的支援体制整備事業は、制度的には新規の事業になりますが
新しい支援制度というよりは既存の支援機関や専門職の負担を軽減しながら
地域の支援力の限界点を引き上げ効果的に住民を支援していくための事業
となります

⇒ そうした支援の限界点を引き上げ
「人と人がつながる」地域づくりを進めていくことで
地域共生社会の実現につながっていくものになります

⇒ 「社会的な包摂（誰もが支え・支えられる社会づくり）」と「地域の支援力を高める」
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